様式第１号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成　　年　　月　　日

兵庫県知事　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者（法人名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

高齢者起業支援事業　実施計画書

　　高齢者起業支援事業について、次のとおり申請します。

	事業実施団体の概要

	
	(ふりがな)

団体名
	(　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



	
	所在地
	〒　　　―



	
	連絡先
	TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX

E-mail　　　　　　　　　　　　　(担当者名　　　　　　　　　  )

	高齢者起業支援事業実施状況（計画）

	
	事業目的
	

	
	事業内容
	

	
	事業効果
	

	
	事業開始等の
スケジュール
	

	
	市町､社協､地域包括支援センター､社会福祉法人等の関係機関との調整状況・連携体制

· 住民ニーズに応じた地域住民による生活支援サービス提供のしくみづくりを進める協議会等がある場合は、参画・連携についても記載願います。

	
	
	

	
	県補助終了後に向けた事業運営にかかる継続計画（事業展開計画）

	
	
	


　
別紙１－①
高齢者起業支援事業　収支予算書
１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　目
	予　算　額
	摘　　　要

	補助金
	
	

	事業収入
	
	

	借入金
	
	

	自己資金
	
	

	計
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	科　　目
	予　算　額
	摘　　　要

	事務所開設経費
	
	

	事業実施に使用する物品
	
	


	事業の広報に係る経費
	
	

	会場借上料
	
	

	そ　の　他
	
	

	計
	
	


　（注）収支の計は、それぞれ一致する。
別紙１－②
高齢者起業支援事業　補助金所要額調書
　平成２９年度の補助対象経費及び補助金申請額の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区 分
	補助対象経費の内訳
	補助対象経費

	初度備品費等
	
	

	合　　　　計
	

	補助金所要額
	 (注)



　(注)補助金申請額は、千円未満は切捨てです。
※所要単価などをできるだけ詳しく記入してください。
※補助対象となるのは、事業の補助対象期間中(採択決定通知日から平成30
年３月31日)に物品等の引渡しや役務の提供が完了したものに限ります。

別紙１－③
収支計画表

（高齢者起業支援事業）
１ 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　目
	１　年　目
	２　年　目
	３　年　目
	備　　　考

	
	事業収入
	＜記載例＞

ミニデイ利用料収入

△△円×□□回

＝○○円

講座参加費収入

◇◇円×○○人

＝△△円
	
	
	等

	小計（ａ）
	
	
	
	

	借入金
（ｂ）
	
	
	
	※調達方法を記入して下さい。

	自己資金
（ｃ）
	
	
	
	

	
	その他
収入
	＜記載例＞ 
補助金希望額　○円
会費△△円×○○人
＝□□円


	前年度からの繰越金　○○円

	前年度からの繰越金　○○円

	※繰越金とは収入計(ｅ)から支出計(ｊ)を引いた額です。

	小計（ｄ）
	
	
	
	

	収　入　計
(ｅ=ａ+ｂ+ｃ+ｄ)
	
	
	
	


※　事業収入の欄には事業収入見込みの根拠を具体的に記入してください。
※　提出の際は、記載例等は削除してください。

２ 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　目
	１　年　目
	２　年　目
	３　年　目
	備　　　考

	
	事業費
	＜記載例＞
備品購入費

◇◇円×△△個＝○円

設備投資

　　□□ ： ○○円

郵送費

△△円×◇◇通＝○円

広告費　 　   ○○円

講演会会場代

◇◇円×△回＝○○円
	
	
	

	小計（ｆ）
	
	
	
	

	
	人件費
	＜記載例＞
雇用者給与

△△円×○人×□か月＝◇◇円

ｱﾙﾊﾞｲﾄ賃金

□□円×○人×△か月＝◇◇円
	
	
	

	小計(ｇ)
	
	
	
	

	借入金返済
(ｉ)
	
	
	
	借入完済時期
（　年　月）

	
	その他経費
	＜記載例＞
家賃

○○円×□か月

＝△△円

光熱水費

○○円×△か月

＝□□円
	
	
	

	小計（ｈ）
	
	
	
	

	支　出　計
(ｊ=ｆ+ｇ+ｈ+ｉ)
	
	
	
	


※　事業費欄には事業を行うのに直接関わる経費を記入して下さい。
※　提出の際は、記載例等は削除してください。

